
千葉県行政手続等における情報通信の技術の利用に関する条例                        

（電子情報処理組織による処分通知等） 

第四条 県の機関は、処分通知等のうち当該処分通知等に関する他の条例等の規定に

より書面等により行うこととしているものについては、当該条例等の規定にかかわら

ず、規則等で定めるところにより、電子情報処理組織（県の機関の使用に係る電子計

算機と処分通知等を受ける者の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電

子情報処理組織をいう。）を使用して行うことができる。 

２ 前項の規定により行われた処分通知等については、当該処分通知等を書面等によ

り行うものとして規定した処分通知等に関する条例等の規定に規定する書面等により

行われたものとみなして、当該処分通知等に関する条例等の規定を適用する。 

３ 第一項の規定により行われた処分通知等は、同項の処分通知等を受ける者の使用

に係る電子計算機に備えられたファイルへの記録がされた時に当該処分通知等を受け

る者に到達したものとみなす。 

４ 第一項の場合において、県の機関は、当該処分通知等に関する他の条例等の規定

により署名等をすることとしているものについては、当該条例等の規定にかかわら

ず、氏名又は名称を明らかにする措置であって規則等で定めるものをもって当該署名

等に代えることができる。 

（電磁的記録による作成等） 

第六条 県の機関は、作成等のうち当該作成等に関する他の条例等の規定により書面

等により行うこととしているものについては、当該条例等の規定にかかわらず、規則

等で定めるところにより、書面等の作成等に代えて当該書面等に係る電磁的記録の作

成等を行うことができる。 

２ 前項の規定により行われた作成等については、当該作成等を書面等により行うも

のとして規定した作成等に関する条例等の規定に規定する書面等により行われたもの

とみなして、当該作成等に関する条例等の規定を適用する。 

３ 第一項の場合において、県の機関は、当該作成等に関する他の条例等の規定によ

り署名等をすることとしているものについては、当該条例等の規定にかかわらず、氏

名又は名称を明らかにする措置であって規則等で定めるものをもって当該署名等に代

えることができる。 

 

電子署名及び認証業務に関する法律 

第二条 この法律において「電子署名」とは、電磁的記録（電子的方式、磁気的方

式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録であ

って、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。以下同じ。）に記

録することができる情報について行われる措置であって、次の要件のいずれにも

該当するものをいう。 

一 当該情報が当該措置を行った者の作成に係るものであることを示すためのも

のであること。 


